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国民健康保険事業費会計における国庫支出金決算の推移
（単位：円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

5,187,000 17,557,000 1,314,090,000 472,283,000 5,042,000

- - - - -

- - - - -

- - - - -

- - - - -

5,187,000 17,557,000 1,314,090,000 472,283,000 5,042,000

5,187,000 4,785,000 1,254,406,000 466,102,000 2,927,000

- 5,932,000 - - -

- - - 5,203,000 -

- 6,840,000 59,684,000 978,000 2,115,000

※１

※２ 高額医療費共同事業負担金

高額医療費共同事業拠出金に対する国の負担金。（高額医療費共同事業拠出金の１／４）

※３ 特定健康診査等負担金

特定健康診査等に対する国の負担金（事業に要した費用の１／３）

※４ 普通調整交付金

※５ 特別調整交付金

★ その他内訳

※６ 災害臨時特例補助金… 2011年度（平成23年度）は、東日本大震災の被災に伴う保険料の減免及び療養の給付に係る一部負担金等の

減免の実施による負担増等を補助するための補助金

2012年度（平成24年度）以降は、東京電力福島原発事故に伴う保険料の減免及び療養の給付に係る

一部負担金等の減免の実施による負担増等を補助するための補助金

2020、2021年度（令和２、３年度）は、上記に加え新型コロナウイルス感染症対応分として、新型コロナウイルス感染症の

影響により収入が減少した被保険者等に対する国民健康保険料の減免特例措置の実施による負担増額等の補助が追加

※７ 制度関係準備事業費補助金… 2016、2017年度（平成28、29年度）は国民健康保険都道府県単位化に係る準備補助金

　　　　　2019年度（令和元年度）は、被保険者の資格管理の効率化及び適正化を目的としたシステムの改修に係る補助金

※８ 特定保健指導推進事業費補助金…コロナ禍において特定保健指導等を適切実施するために要する費用の補助金

※９ 社会保障・税番号制度推進事業費補助金…社会保障・税番号制度の導入に必要なシステム（オンライン資格確認等）の改修に係る補助金

国庫交付金

特定保健指導
推進事業費補助金※８

　災害等の特別事情や、経営努力など、画一的な基準によっては措置できない特別の事情がある場合に、それらの
事情が考慮されて交付される。

療養給付費等負担金

制度関係準備事業費補助金※７

2004年度（平成16年度）以前
　一般被保険者の法定給付費（療養給付費、療養費、高額療養費、移送費）、老人保健拠出金、介護保険納付金
の約40%
2005年度（平成17年度）
　一般被保険者の法定給付費（療養給付費、療養費、高額療養費、移送費）、老人保健拠出金、介護保険納付金
の約36%
2006年度（平成18年度）以降
　一般被保険者の法定給付費（療養給付費、療養費、高額療養費、移送費）、老人保健拠出金、介護保険納付金
の約34%
2008年度（平成20年度）以降
　一般被保険者の法定給付費（療養給付費、療養費、高額療養費、移送費）、後期高齢者支援金、老人保健拠出
金、介護保険納付金の約34%
2012年度（平成24年度）以降
　一般被保険者の法定給付費（療養給付費、療養費、高額療養費、移送費）、後期高齢者支援金、老人保健拠出
金、介護保険納付金の約32%

災害臨時特例補助金※６

社会保障・税番号制度
推進事業費補助金※９
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　被保険者の医療等に必要な費用（調整対象需要額）と、被保険者の所得により確保すべき保険料（調整対象収入
額）とを比較し、前者が後者を上回る場合に交付される。

療養給付費等負担金※１

高額医療費共同事業負担金 ※２

国庫支出金計

国庫負担金

特定健康診査等負担金※３


